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鈴鹿市附属機関の設置等に関する条例改正部分新旧対照表 

 

改 正 後 改 正 前 

別表（第２条，第３条，第４条関係） 別表（第２条，第３条，第４条関係） 

１ 市長の附属機関 １ 市長の附属機関 

 

附属機関 担任事務 

委員

の定

数 

委員

の任

期 

  

附属機関 担任事務 

委員

の定

数 

委員

の任

期 

 

 
略 略 略 略 

  
略 略 略 略 

 

 
鈴鹿市新

名神高速

道路鈴鹿

ＰＡスマ

ートＩＣ

地区協議

会 

新名神高速道路鈴

鹿パーキングエリ

アスマートインタ

ーチェンジの設置 

，管理，運営その

他必要な事項に係

る審議に関する事

務 

18人

以内 

２年
  

鈴鹿市新

名神高速

道路（仮

称）鈴鹿

ＰＡスマ

ートＩＣ

地区協議

会 

新名神高速道路（ 

仮称）鈴鹿パーキ

ングエリアスマー

トインターチェン

ジの設置，管理，

運営その他必要な

事項に係る審議に

関する事務 

18人

以内 

２年
 

 
略 略 略 略 

  
略 略 略 略 

 

２  略 ２  略 
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鈴鹿市委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例改正部分 

新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

 非常勤職員の区分 報酬の額   非常勤職員の区分 報酬の額  

 (１)～(11)  略   (１)～(11)  略  

 (12) 投票管理者（次号

に掲げる者を除く。） 

日額12,800円   (12) 投票管理者（次号

に掲げる者を除く。） 

日額12,600円  

 (13) 期日前投票所の投

票管理者 

日額11,300円   (13) 期日前投票所の投

票管理者 

日額11,100円  

 (14) 開票管理者 日額10,800円   (14) 開票管理者 日額10,600円  

 (15) 選挙長 日額10,800円   (15) 選挙長 日額10,600円  

 (16) 選挙立会人 日額8,900円   (16) 選挙立会人 日額8,800円  

 (17) 投票立会人（次号

に掲げる者を除く。） 

日額10,900円（立会

時間が７時間以下

の場合にあつては，

日額5,450円） 

  (17) 投票立会人（次号

に掲げる者を除く。） 

日額10,700円（立会

時間が７時間以下

の場合にあつては，

日額5,350円） 

 

 (18) 期日前投票所の投

票立会人 

日額9,600円   (18) 期日前投票所の投

票立会人 

日額9,500円  

 (19) 開票立会人 日額8,900円   (19) 開票立会人 日額8,800円  

 (20)～(29)  略   (20)～(29)  略  
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鈴鹿市いじめ問題対策連絡協議会の設置等に関する条例改正部分 

新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

（組織） （組織） 

第４条  略 第４条  略 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから，鈴鹿市教育

委員会（以下「教育委員会」という。）が委嘱し，

又は任命する。 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから，鈴鹿市教育

委員会（以下「教育委員会」という。）が委嘱し，

又は任命する。 

(１)・(２)  略 (１)・(２)  略 

(３) 三重県鈴鹿児童相談所の職員 (３) 三重県北勢児童相談所の職員 

(４)～(６)  略 (４)～(６)  略 

 

議案第 54 号

説 明 資 料

- 3 -



 

鈴鹿市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

改正部分新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第６条  略 第６条  略 

２ 市長は，家庭的保育事業者等による代替保育の

提供に係る連携施設の確保が著しく困難である

と認める場合であって，次の各号に掲げる要件の

全てを満たすと認めるときは，前項第２号の規定

を適用しないこととすることができる。 

２ 市長は，家庭的保育事業者等による代替保育の

提供に係る連携施設の確保が著しく困難である

と認める場合であって，次の各号に掲げる要件の

全てを満たすと認めるときは，前項第２号の規定

を適用しないことができる。 

(１)・(２)  略 (１)・(２)  略 

３  略 ３  略 

４ 市長は，家庭的保育事業者等による第１項第３

号に掲げる事項に係る連携施設の確保が著しく

困難であると認めるときは，同号の規定を適用し

ないこととすることができる。 

 

５ 前項の場合において，家庭的保育事業者等は，

法第59条第１項に規定する施設のうち，次に掲げ

るもの（入所定員が20人以上のものに限る。）で

あって，市長が適当と認めるものを第１項第３号

に掲げる事項に係る連携協力を行う者として適

切に確保しなければならない。 

 

(１) 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65

号）第59条の２第１項の規定による助成を受け

ている者の設置する施設（法第６条の３第12

項に規定する業務を目的とするものに限る。） 

 

(２) 法第６条の３第12項及び第39条第１項に

規定する業務を目的とする施設であって，法第

６条の３第９項第１号に規定する保育を必要

とする乳児・幼児の保育を行うことに要する費

用に係る地方公共団体の補助を受けているも

の 

 

（食事の提供の特例） （食事の提供の特例） 

第16条  略 第16条  略 

２ 搬入施設は，次の各号に掲げるいずれかの施設 ２ 搬入施設は，次の各号に掲げるいずれかの施設
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とする。 とする。 

(１)～(３)  略 (１)～(３)  略 

(４) 保育所，幼稚園，認定こども園等から調理

業務を受託している事業者のうち，当該家庭的

保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識

し，衛生面，栄養面等，調理業務を適切に遂行

できる能力を有するとともに，利用乳幼児の年

齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食

事の提供や，アレルギー，アトピー等への配慮，

必要な栄養素量の給与等，利用乳幼児の食事の

内容，回数及び時機に適切に応じることができ

る者として市が適当と認めるもの（家庭的保育

事業者が第22条に規定する家庭的保育事業を

行う場所（第23条第２項に規定する家庭的保育

者の居宅に限る。）において家庭的保育事業を

行う場合に限る。） 

(４) 保育所，幼稚園，認定こども園等から調理

業務を受託している事業者のうち，当該家庭的

保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識

し，衛生面，栄養面等，調理業務を適切に遂行

できる能力を有するとともに，利用乳幼児の年

齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食

事の提供や，アレルギー，アトピー等への配慮，

必要な栄養素量の給与等，乳幼児の食事の内

容，回数及び時機に適切に応じることができる

者として市が適当と認めるもの（家庭的保育事

業者が第22条に規定する家庭的保育事業を行

う場所（第23条第２項に規定する家庭的保育者

の居宅に限る。附則第２条第２項において同

じ。）において家庭的保育事業を行う場合に限

る。） 

（居宅訪問型保育事業） （居宅訪問型保育事業） 

第37条 居宅訪問型保育事業者は，次に掲げる保育

を提供するものとする。 

第37条 居宅訪問型保育事業者は，次に掲げる保育

を提供するものとする。 

(１)  略  (１)  略 

(２) 子ども・子育て支援法第34条第５項又は第

46条第５項の規定による便宜の提供に対応す

るために行う保育 

(２) 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65

号）第34条第５項又は第46条第５項の規定によ

る便宜の提供に対応するために行う保育 

(３)～(５)  略 (３)～(５)  略 

（連携施設に関する特例） （連携施設に関する特例） 

第45条  略 第45条  略 

２ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち，法

第６条の３第12項第２号に規定する事業を行う

ものであって，市長が適当と認めるもの（附則第

３条において「特例保育所型事業所内保育事業

者」という。）については，第６条第１項本文の

規定にかかわらず，連携施設の確保をしないこと

ができる。 

 

附 則 附 則 
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（食事の提供の経過措置） （食事の提供の経過措置） 

第２条  略 第２条  略 

２ 前項の規定にかかわらず，施行日後に家庭的保

育事業の認可を得た施設等については，施行日か

ら起算して10年を経過する日までの間は，第15

条，第22条第４号（調理設備に係る部分に限る。）

及び第23条第１項本文（調理員に係る部分に限

る。）の規定は，適用しないことができる。この

場合において，当該施設等は，第２条に規定する

利用乳幼児への食事の提供を同条に規定する家

庭的保育事業所等内で調理する方法（第10条の規

定により，当該家庭的保育事業所等の調理設備又

は調理室を兼ねている他の社会福祉施設等の調

理施設において調理する方法を含む。）により行

うために必要な体制を確保するよう努めなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定にかかわらず，施行日後に家庭的保

育事業（第22条に規定する家庭的保育事業を行う

場所において実施されるものに限る。）の認可を

得た施設等については，施行日から起算して10

年を経過する日までの間は，第15条，第22条第４

号（調理設備に係る部分に限る。）及び第23条第

１項本文（調理員に係る部分に限る。）の規定は，

適用しないことができる。この場合において，当

該施設等は，第２条に規定する利用乳幼児への食

事の提供を同条に規定する家庭的保育事業所等

内で調理する方法（第10条の規定により，当該家

庭的保育事業所等の調理設備又は調理室を兼ね

ている他の社会福祉施設等の調理施設において

調理する方法を含む。）により行うために必要な

体制を確保するよう努めなければならない。 

（連携施設に関する経過措置） （連携施設に関する経過措置） 

第３条 家庭的保育事業者等（特例保育所型事業所

内保育事業者を除く。）は，連携施設の確保が著

しく困難であって，子ども・子育て支援法第59

条第４号に規定する事業による支援その他の必

要な適切な支援を行うことができると市が認め

る場合は，第６条第１項本文の規定にかかわら

ず，この条例の施行の日から起算して10年を経過

する日までの間，連携施設の確保をしないことが

できる。 

第３条 家庭的保育事業者等は，連携施設の確保が

著しく困難であって，子ども・子育て支援法第59

条第４号に規定する事業による支援その他の必

要な適切な支援を行うことができると市が認め

る場合は，第６条第１項本文の規定にかかわら

ず，この条例の施行の日から起算して５年を経過

する日までの間，連携施設の確保をしないことが

できる。 
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鈴鹿市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める 

条例改正部分新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

（職員） （職員） 

第10条  略 第10条  略 

２  略 ２  略 

３ 放課後児童支援員は，次の各号のいずれかに該

当する者であって，都道府県知事又は地方自治法

（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項の指

定都市の長が行う研修を修了したものでなけれ

ばならない。 

３ 放課後児童支援員は，次の各号のいずれかに該

当する者であって，都道府県知事が行う研修を修

了したものでなければならない。 

(１)～(10)  略 (１)～(10)  略 

４・５  略 ４・５  略 
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鈴鹿市火災予防条例改正部分新旧対照表 

 

改 正 後 改 正 前 

（避雷設備） （避雷設備） 

第16条 避雷設備の位置及び構造は，消防長が指定

する日本産業規格（産業標準化法（昭和24年法律

第185号）第20条第１項の日本産業規格をいう。）

に適合するものとしなければならない。 

第16条 避雷設備の位置及び構造は，消防長が指定

する日本工業規格に適合するものとしなければな

らない。 

２  略 ２  略 

（設置の免除） （設置の免除） 

第29条の５ 前３条の規定にかかわらず，次の各号

に掲げるときは，当該各号に定める設備の有効範

囲内の住宅の部分について住宅用防災警報器又は

住宅用防災報知設備（以下この章において「住宅

用防災警報器等」という。）を設置しないことが

できる。 

第29条の５ 前３条の規定にかかわらず，次の各号

に掲げるときは，当該各号に定める設備の有効範

囲内の住宅の部分について住宅用防災警報器又は

住宅用防災報知設備（以下この章において「住宅

用防災警報器等」という。）を設置しないことが

できる。 

(１) 第29条の３第１項各号又は前条第１項に掲

げる住宅の部分にスプリンクラー設備（標示温

度が75度以下で種別が１種の閉鎖型スプリンク

ラーヘッドを備えているものに限る。）を令第

12条に定める技術上の基準に従い，又は当該技

術上の基準の例により設置したとき。 

(１) 第29条の３第１項各号又は前条第１項に掲

げる住宅の部分にスプリンクラー設備（標示温

度が75度以下で作動時間が60秒以内の閉鎖型ス

プリンクラーヘッドを備えているものに限る。）

を令第12条に定める技術上の基準に従い，又は

当該技術上の基準の例により設置したとき。 

(２)～(５)  略 (２)～(５)  略  

(６) 第29条の３第１項各号又は前条第１項に掲

げる住宅の部分に特定小規模施設用自動火災報

知設備を特定小規模施設における必要とされる

防火安全性能を有する消防の用に供する設備等

に関する省令（平成20年総務省令第156号）第３

条第２項及び第３項に定める技術上の基準に従

い，又は当該技術上の基準の例により設置した

とき。 

 

(７)  略 (６)  略 
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